
各諸表の説明

１　貸借対照表

　　貸借対照表とは、年度末における資産、負債などの状況をひとつの表にまとめたものです。表の左側に
　資産（土地、建物など）、右側に負債（借金など）と純資産（資産と負債の差）が記載され、左右の表の
　合計額がつりあうようになっていることから、バランスシートともいいます。
　　貸借対照表は、西条市が現在どのような資産を持っており、また、それを形成するために、今までの世
　代がどれだけ負担し、将来の世代がこれからどれだけ負担するかを表しています。

[資産の部]

　　　◎普通会計財務書類の作成基準

　　　１　対象会計

　　　２　作成基準日

　　　　　　平成25年3月31日を作成基準日としています。

　　　　　　畑地かん水事業特別会計

⇒別添　普通会計貸借対照表をご覧ください。

１　公共資産

（１）有形固定資産

　　　西条市が保有する土地、建物、道路、公園等の不動産などを行政目的別に区分して計上しています。

（２）売却可能資産

　　　基準日時点で、公用もしくは公共用に供されていない資産の売却可能額を計上しています。

２　投資等

（１）投資及び出資金

　　　財団法人や社団法人等への出資残高や保有している有価証券の額などです。

　市の会計は、一般家庭の家計簿と同様に、歳入歳出という現金の動きのみを記したもので、「現金主義」
と呼ばれています。この方式では、市の資産や負債の状況にかかるコストがわかりにくいという特徴があり
ます。
　一方、企業が採用している会計は、収入や支出の事実が発生した時点で計上するもので、「発生主義」と
呼ばれています。この方式には、現金以外の資産負債を含めた行政資源の動きを記録できるという特徴があ
ります。
　これまで、市の財政状況は「現金主義」に基づく決算書等によって公表してきましたが、それでは明確に
示されない資産負債等の情報を補うため、「発生主義」の手法を導入し、貸借対照表、行政コスト計算書、
純資産変動計算書、資金収支計算書の財務書類を作成しました。
　この財務書類を活用することによって、健全な財政運営や限りある財源を有効に活用し、より良い行政
サービスの提供に役立てていきます。
　作成にあたっては、総務省方式改定モデルを採用しています。

　　　　　　小規模下水道事業特別会計（一部）

　　　　　　一般会計

　　　　　　土地開発事業特別会計

　　　　　　住宅新築資金等貸付事業特別会計

　　　　　　ひうち地域振興整備事業特別会計

普通会計　財務書類の概要

平成24年度 西条市 財務書類
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（２）貸付金

　　　第三者に貸付を行っている額です。

（３）基金等

　　　②その他特定目的基金

　　　　将来の目的に備え、預金等で保有している積立金の額です。

　　　　主なものに、福祉基金、漁業振興対策基金、国際交流基金、ひうち地域振興整備基金などがあ
　　　　ります。

　　　③土地開発基金

　　　　公共用に供する土地をあらかじめ取得するために積み立てた基金の額です。

（４）長期延滞債権

　　　　市税や負担金、使用料などの収入未済額のうち前年度以前の額です。

（５）回収不能見込額

　　　　長期延滞債権のうち翌年度以降回収不能と見込まれる額です。

３　流動資産

（１）現金預金

　　　①財政調整基金

　　　　将来の資金不足に備えて、預金等で保有している積立金の額です。

　　　②減債基金

　　　　将来の地方債償還に備えて、預金等で保有している積立金の額です。

　　　③歳計現金

　　　　年度末に、西条市が保有している現金及び金融機関に預けている預金の額です。

（２）未収金

　　　①地方税

　　　　市税の収入未済額のうち当年度分の額です。

　　　②その他

　　　　負担金、使用料等の収入未済額のうち当年度分の額です。

　　　③回収不能見込額

　　　　未収金のうち翌年度以降回収不能と見込まれる額です。

[負債の部]

１　固定負債

　　　翌々年度以降に支出が予定される地方債や職員に対する退職手当予定額を固定負債として計上し
　　　ています。

（１）地方債

　　　西条市が借り入れた地方債のうち、翌々年度以降に返済が予定される額です。

（２）長期未払金

　　　①物件の購入等

　　　翌年度に支出が予定される額です。

　　　　翌々年度以降も支払いが確定している額です。

　　　③その他

　　　　市以外の事業主体の借入金のうち翌々年度以降に返済に対して助成が予定される額です。

（３）退職手当引当金

　　　在籍している職員が、年度末に全員退職すると仮定した場合に支払う額のうち、翌々年度以降に
　　　支出が予定される額です。

２　流動負債

　　　１年以内に支出が予定される地方債などを流動負債として計上しています。

（１）翌年度償還予定地方債

　　　西条市が借り入れた地方債のうち、翌年度中に返済が予定される額です。

（３）未払金

　　　市以外の事業主体の借入金のうち翌年度の返済に対して助成が予定される額などです。

（４）翌年度支払予定退職手当

（５）賞与引当金

　　　翌年度に支払うことが予定される期末勤勉手当のうち、６月支払予定額の６分の４（１２月から
　　　３月の４か月分）を計上しています。
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２　公共資産等整備一般財源等

　　　西条市が現在保有している資産のうち、今までに支払われてきた税金等により形成された額です。

３　その他一般財源等

○貸借対照表の分析

　　有形固定資産の行政目的別割合では、道路や公園整備などの「生活インフラ・国土保全」が56.6％
　を占めており、社会資本の半分以上が生活のための基盤整備分となっています。その次が小・中学校、
　公民館などの「教育」19.4％、農林水産業施設や観光施設などの「産業振興」7.2％となっています。

[純資産の部]

１　公共資産等整備国県補助金等

　　　西条市が現在保有している資産のうち、国及び県の支出金により形成された額です。

　　　西条市が現在保有している資産のうち、将来財源として自由に使用できる額です。

　①有形固定資産の行政目的別割合

①生活インフ

ラ・国土保全

56.6%

②教育

19.4%

⑤産業振興

7.2%

⑦総務

6.0%

④環境衛生

4.7%

③福祉

4.5%
⑥消防

1.6%
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負担比率（％）

77.2%

26.6%

-

資産老朽化比率（Ａ／（Ｂ－Ｃ＋Ａ）） 52.8%

減価償却累計額（Ａ） 123,127,740

土地（Ｃ） 52,536,338

有形固定資産合計（Ｂ） 162,545,433

歳入総額（Ａ） 47,010,552

項　　　　　　目 金額（千円）

歳入額対資産比率（Ｂ／Ａ） 3.8年分

資産合計（Ｂ） 180,316,745

　④資産老朽化比率

　　有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合から、耐用年
　数に比してどの程度の年数が平均して経過しているかをみることができます。
　　西条市の資産老朽化比率は52.8％となっています。地方公共団体の平均的な値は、35％～50％の間
　とされるため、資産の老朽化がやや進んでいるといえます。

127,631,678

43,908,472

165,255,200

これまでの世代の負担額（純資産合計）

将来世代の負担額（地方債残高）

項　　　　　　目 金額（千円）

　②社会資本形成の世代間負担比率

　　社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまでの
　世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合を見ることができます。
　　西条市はこれまでの世代の負担が77.2％、将来世代の負担が26.6％となっています。地方公共団体
　の平均的な値としては、過去及び現世代負担比率は50％～90％、将来世代の負担比率は15％～40％と
　されるため、本市は過度の負担を将来世代の残すことなく、資産形成を行っているといえます。

公共資産合計

項　　　　　　目 金額（千円）

　③歳入額対資産比率

　　歳入総額に対する資産の比率を見ることにより、形成されたストックである資産は何年分の歳入が
　充当されたかを見ることができます。
　　西条市の歳入額対資産比率は3.8年分となっています。地方公共団体の平均的な値は、3.0～7.0の
　間とされるため、本市はその範囲内となっています。
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３　移転支出的なコスト

　　　負担金や補助金などのように他の主体に移転して効果が出てくるようなものです。

４　その他のコスト

　　　支払利息など上記に属さないものです。

⇒別添　普通会計行政コスト計算書をご覧ください。

　　　行政サービスを運営するための施設などの維持経費や事務的な経費などです。

【経常収益】

　　西条市が行政経営の財源として受け入れる収入で、使用料、手数料、分担金、負担金などを計上し
　　ています。

【経常行政コスト】

　西条市の活動に伴い必然的に発生する行政経営資源の消費を言います。

１　人にかかるコスト

　　　行政サービスを実施する職員に要する経費です。

２　物にかかるコスト

　　経常行政コストから経常収益を差し引いた額で、地方税や補助金で賄うべきコストがどれだけかを
　　表しています。

○行政コスト計算書の分析

　①行政目的別のコスト比較

　　　行政目的別のコストを比較すると、生活保護費などの社会保障給付や国民健康保険・介護保険特
　　別会計への繰出しがある「福祉」が41.4％となっており、次いで資産の減価償却費や公共下水道事
　　業特別会計への繰出しがある「生活インフラ・国土保全」が12.9％、職員の人件費などがある「総
　　務」が11.2％となっています。

２　行政コスト計算書

　　行政コスト計算書とは、行政サービスを提供するために、１年間にどの分野にどのような形でいく
　らコスト（費用）がかかり、それをどのような財源で賄ったかを表すものです。貸借対照表から得ら
　れる資産情報だけでなく、資産形成以外の行政サービスに費やされたコスト情報を把握できます。ま
　た、コストと収入を比較することで、財政運営の状況がわかります。

【純経常行政コスト】

福祉

41.4%

生活インフ

ラ・国土保全

12.9%

総務

11.2%

教育

11.0%

環境衛生

9.0%

産業振興

7.9%

消防

3.7% 支払利息

1.9%

議会

0.9%
回収不能見込額

等

0.1%
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経常コスト
（千円）

経常収益
（千円）

受益者負担率

4,820,306 105,106 2.2%

4,102,891 80,114 2.0%

15,454,520 673,931 4.4%

3,353,377 126,342 3.8%

2,955,025 35,631 1.2%

1,383,757 1,584 0.1%

4,208,405 35,562 0.8%

327,188 0 0.0%

37,360,211 1,320,674 3.5%

議会

普通会計全体

教育

福祉

環境衛生

産業振興

消防

総務

105.8%

27,060,782

項　　　　　　目

補助金等受入（その他一般財源等の列）（Ｃ）

　　　純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることによって、当年度に行われた行政サービス
　　のコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄われた
　　かがわかります。
　　　比率が100％を下回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたり、翌年度以降へ引
　　き継ぐ負担が軽減されたことを表し、逆に比率が100％を上回っている場合は、過去から蓄積した資
　　産が取り崩されたり、翌年度以降へ引き継ぐ負担が増加したことを表しています。また、比率の数値
　　が100％から乖離しているほど、それらの割合が高いことになります。
　　　西条市は105.8％となっており、地方公共団体の平均的な値としては、90～110％の間とされるた
　　め、本市はその範囲内となっています。

　③行政コスト対公共資産比率

　　　行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産の活用をするためにどれだけのコストがか
　　けられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかを見ることが
　　できます。
　　　西条市の行政コスト対公共資産比率は22.6％となっており、地方公共団体の平均的な値としては、
　　10～30％の間とされるため、本市はその範囲内となっています。

　②受益者負担比率

　　　行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コ
　　ストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。
　　　西条市の受益者負担比率は普通会計全体で3.5％となっており、地方公共団体の平均的な値として
　　は、2～8％の間とされるため、本市はその範囲内となっています。

行政目的

生活インフラ・国土保全

　④行政コスト対税収等比率

金額（千円）

公共資産（Ｂ）

行政コスト対公共資産比率（Ａ／Ｂ）

経常行政コスト（Ａ）

36,039,537

37,360,211

行政コスト対税収等比率
（Ａ／（Ｂ＋Ｃ）×100）

6,999,798

一般財源（Ｂ）

項　　　　　　目 金額（千円）

22.6%

純経常行政コスト（Ａ）

165,255,200
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[期首純資産残高]

　　　前年度末の貸借対照表に計上されている純資産残高と一致します。

【純経常行政コスト】

　　　行政コスト計算書の「（差引）純経常行政コスト」と一致します。

　　　取得時の財源投入額や処分時の財源増加額を把握し、財源の異動を明らかにします。

３　純資産変動計算書

　　純資産変動計算書とは、貸借対照表の[純資産の部]について、会計年度中の動きを表しています。

【科目振替】

【補助金等受入】

　　　普通建設事業費並びに投資及び出資金、貸付金及び基金の財源となった国庫、県支出金が該当し
　　　ます。

【臨時損益】

　　　経常的でない特別な事由に基づく損益を計上しています。具体的には、災害復旧事業費、公共資
　　　産の売却に伴う公共資産計上額と売却額との差額などが計上されています。

　　　期首に1,291億円あった純資産残高が期末では1,276億円と1年間で約15億円減少しています。これは
　　純経常行政コストや災害復旧事業費の増加、資産評価替えによる変動が要因となります。
　　　今後においては、経常的経費の見直しなどによる純経常行政コストの削減に努め、一般財源を確保
　　することにより、純資産残高を維持していく必要があります。

⇒別添　普通会計純資産変動計算書をご覧ください。

○純資産変動計算書の分析
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8,878,595
2,311,300
1,918,686

9.4年分

項　　　　　　目
地方債残高（Ａ）

経常的収支額（Ｂ）
地方債発行額（Ｃ）
基金取崩額（Ｄ）

地方債の償還可能年数（Ａ／（Ｂ－Ｃ－Ｄ））

43,908,472

３つの活動区分は次の表のとおりです。

４　資金収支計算書

市が経常的に行う行政活動から発生するキャッシュ・フロー。この黒字額
が小さい場合は、財政構造が硬直化しているといえます。

　①地方債の償還可能年数

　　　地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表す指標で、借金の多寡
　　や債務返済能力を見ることができます。指標が小さいほど借金の負担は軽く、債務償還能力が高いこ
　　とになります。
　　　西条市は9.4年となっており、地方公共団体の平均的な値としては、3～9年の間とされるため、本
　　市はその範囲内を少し超えており、地方債の発行に際しては留意していく必要があります。

金額（千円）

公共資産整備収支の部

投資活動による
キャッシュ・フロー

投資・財務的収支の部

財務活動による
キャッシュ・フロー

支出総額（Ｄ）

⇒別添　普通会計資金収支計算書をご覧ください。

　　資金収支計算書とは、資金の増減、残高、流れを示し、貸借対照表と行政コスト計算書を補完し、
　資金収支の状況を明らかにするもので、キャッシュ・フロー計算書ともいいます。市が１年間に行っ
　た活動を３つに区分し、決算の歳入と歳出をその区分に従って分類します。資金が増加する項目はプ
　ラス、減少する項目はマイナスで表され、資金の調達内容（収入）と使いみち（支出）を示します。
　１年間にどのような活動があり、どのように資金が動いて、その結果いくらの残高になったかがわか
　ります。

活動区分

○資金収支計算書の分析

44,288,594

地方債元利償還額（Ｅ） 4,827,310

財政調整基金等積立額（Ｆ） 1,306,626

　②基礎的財政収支（プライマリーバランス）

　　　地方債（借金）を除いた歳入と、過去の地方債の元利払いを除く歳出のバランスを示します。歳出
　　の方が多ければ赤字となり、将来の負担が財政規模に比べ増大することになります。黒字になれば、
　　新たな借金は過去の借金返済に充てられていることを示します。
　　　西条市は約5億4千万円の赤字となっており、地方債の借り入れには、より一層、留意していく必要が
　　あります。

項　　　　　　目 金額（千円）

収入総額（Ａ） 44,545,874

地方債発行額（Ｂ）

内　　　　　　　容

社会資本形成につながる投資的な活動によるキャッシュ・フロー。

行政活動及び投資活動の結果から生じたキャッシュ・フローの差額を財政
活動によってどのように補ったかを表します。

経常的収支の部

行政活動による
キャッシュ・フロー

基礎的財政収支
（Ａ－Ｂ－Ｃ－Ｄ＋Ｅ＋Ｆ）

△ 540,609

5,191,825

財政調整基金等取崩額（Ｃ） 1,740,000

- 8 -

http://www.city.saijo.ehime.jp/khome/zaisei/zaimushorui/futsukaikeih24y04.pdf
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　　　㈶西条市体育協会

　　　㈶佐伯記念育英会

　　　２　作成基準日

　平成25年3月31日を作成基準日としています。

　　　愛媛地方税滞納整理機構

　　　愛媛県後期高齢者医療広域連合

（５）地方三公社・第三セクター等

　　　西条市土地開発公社

　　　小規模下水道事業特別会計（一部）

　　　港湾上屋事業特別会計

　　　㈱西条産業情報支援センター

　　　小松地域交流事業特別会計

　　　本谷温泉事業特別会計

　　　後期高齢者医療保険特別会計

（４）一部事務組合・広域連合

　　　愛媛県市町事務組合

（３）その他の特別会計

　　　国民健康保険特別会計

　　　介護保険特別会計

　　　簡易水道事業特別会計

　　　公共下水道事業特別会計

　　　住宅新築資金等貸付事業特別会計

　　　畑地かん水事業特別会計

（２）公営企業会計（法適用）

　　　水道事業会計

　　　病院事業会計

連結財務書類の概要

　連結財務書類とは、普通会計のほか、自治体を構成するその他の特別会計や、自治体と連携協力して行政サー
ビスを実施している関係団体や法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成する財務諸表です。
　西条市の連結対象範囲は、普通会計、公営企業会計（法適用）、その他の特別会計、一部事務組合・広域連
合、地方三公社・第三セクター等となっています。

　　　◎連結財務書類の作成基準

　　　１　連結対象会計

（１）普通会計

　　　一般会計

　　　小規模下水道事業特別会計（一部）

　　　ひうち地域振興整備事業特別会計

　　　土地開発事業特別会計



10

（単位：千円）

[資産の部]

1. 公共資産 165,255,200 15,255,420 42,887,855 19,334 24,923 △ 104,202 223,338,530

(1) 有形固定資産 162,545,433 15,222,809 42,887,855 19,062 24,126 △ 104,202 220,595,083

(2) 無形固定資産 32,611 272 797 33,680

(3) 売却可能資産 2,709,767 2,709,767

2. 投資等 6,815,170 6,409 595,824 163,440 287,494 △ 246,628 7,621,709

(1) 投資及び出資金 789,923 1,592 4,199 245,492 △ 290,000 751,206

(2) 貸付金 80,071 80,071

(3) 基金等 5,410,665 306,318 163,217 32,002 5,912,202

(4) 長期延滞債権 744,975 4,817 446,312 223 49,821 1,246,148

(5) その他 10,000 10,000

(6) 回収不能見込額 △ 210,464 △ 161,005 △ 6,449 △ 377,918

3. 流動資産 8,246,375 1,681,786 587,706 363,445 270,179 △ 43,844 11,105,647

(1) 資金 2,721,958 1,610,883 442,997 363,292 211,765 5,977 5,356,872

(2) 未収金 216,892 68,953 218,951 153 20,692 △ 49,821 475,820

(3) 販売用不動産 37,421 37,421

(4) その他 5,354,131 1,950 241 315 5,356,637

(5) 回収不能見込額 △ 46,606 △ 74,483 △ 14 △ 121,103

4. 繰延勘定 38,958 472 39,430

 資 産 合 計 180,316,745 16,982,573 44,071,385 546,219 583,068 △ 394,674 242,105,316

[負債の部]

1. 固定負債 47,255,017 459,198 21,959,063 13,802 55,509 8,629,210 78,371,799

(1) 地方債 39,829,625 459,198 21,928,491 55,509 8,629,210 70,902,033

(2) 長期未払金 38,722 13,658 52,380

(3) 引当金 7,386,670 597 144 7,387,411

　　(うち 退職手当等引当金) 7,386,670 7,386,670

(4) その他 29,975 29,975

2. 流動負債 5,430,050 212,348 1,676,044 3,470 31,714 666,261 8,019,887

(1) 翌年度償還予定地方債 4,078,847 1,646,405 660,033 6,385,285

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 26,766 26,766

(3) 未払金 10,222 209,752 3,415 4,420 227,809

(4) 翌年度支払予定退職手当 960,153 960,153

(5) 賞与引当金 380,828 29,639 55 6,228 416,750

(6) その他 2,596 528 3,124

 負 債 合 計 52,685,067 671,546 23,635,107 17,272 87,223 9,295,471 86,391,686

[純資産の部]

1. 公共資産等整備国県補助金等 34,400,518 2,421,973 14,424,071 1,059 51,247,621

2. 公共資産等整備一般財源等 114,201,047 12,137,978 11,786,388 1,424 256,908 △ 9,640,073 128,743,672

3. 他団体及び民間出資分 0

4. その他一般財源等 △ 21,351,626 1,508,396 △ 5,774,181 526,464 238,937 △ 50,072 △ 24,902,082

5. 資産評価差額 381,739 242,680 624,419

 純資産合計 127,631,678 16,311,027 20,436,278 528,947 495,845 △ 9,690,145 155,713,630

 負債及び純資産合計 180,316,745 16,982,573 44,071,385 546,219 583,068 △ 394,674 242,105,316

相殺消去等に
よる調整

連　結
普通会計

西条市

連結貸借対照表（連結額内訳）
（平成25年3月31日現在）

一部事務組合
・広域連合公営企業会計

（法適用）
その他の
特別会計

地方三公社・
第三セクター等
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（単位：千円）

【経常行政コスト】

[人にかかるコスト]

(1)人件費 6,732,836 91,699 365,573 17,580 20,820 △ 5,886 7,222,622

(2)退職手当等引当金繰入等 537,005 4,517 541,522

(3)賞与引当金繰入額 380,828 30,236 199 6,228 417,491

小　　　　　　　計 7,650,669 91,699 400,326 17,779 20,820 342 8,181,635

[物にかかるコスト]

(1)物件費 4,834,072 131,763 924,604 77,416 93,333 △ 98,622 5,962,566

(2)維持補修費 462,897 39,830 52,250 50 424 555,451

(3)減価償却費 5,489,409 414,465 1,572,024 3,167 451 7,479,516

小　　　　　　　計 10,786,378 586,058 2,548,878 80,633 94,208 △ 98,622 13,997,533

[移転支出的なコスト]

(1)社会保障給付 8,773,688 1,755 18,115,729 14,033,458 40,924,630

(2)補助金等 1,839,292 254 4,889,483 102,746 1,538 △ 63,300 6,770,013

(3)他会計等への支出額 6,557,171 △ 6,557,171 0

(4)他団体への公共資産整備補助金等 998,271 998,271

小　　　　　　　計 18,168,422 2,009 23,005,212 14,136,204 1,538 △ 6,620,471 48,692,914

[その他のコスト]

(1)支払利息 699,562 241,058 487,408 455 1,428,483

(2)回収不能見込計上額 45,097 1,065 83,833 14 △ 3,608 126,401

(3)その他行政コスト 10,083 70,244 257,784 63,944 17,009 419,064

小　　　　　　　計 754,742 312,367 829,025 63,944 17,478 △ 3,608 1,973,948

　経常行政コスト合計（Ａ） 37,360,211 992,133 26,783,441 14,298,560 134,044 △ 6,722,359 72,846,030

【経常収益】

使用料・手数料 804,201 804,201

分担金・負担金・寄附金 516,473 8,045 7,237,514 8,279,605 △ 1,326,349 14,715,288

保険料 4,937,951 4,937,951

事業収益 749,193 637,674 129,355 △ 98,622 1,417,600

その他特定行政サービス収入 6,762 1,631,726 19,980 7,072 △ 925 1,664,615

他会計補助金等 197,845 4,740,547 △ 4,938,392 0

　経常収益合計（Ｂ） 1,320,674 961,845 19,185,412 8,299,585 136,427 △ 6,364,288 23,539,655

（差引）純経常行政コスト（Ａ－Ｂ） 36,039,537 30,288 7,598,029 5,998,975 △ 2,383 △ 358,071 49,306,375

一部事務組合
・広域連合

相殺消去等に
よる調整

連結行政コスト計算書（連結額内訳）
自　　平成24年4月 1日

至　　平成25年3月31日

地方三公社・
第三セクター等

連　結
普通会計

公営企業会計
（法適用）

その他の
特別会計

西条市
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（単位：千円）

期首純資産残高 129,092,961 16,474,393 19,957,007 260,870 482,723 △ 10,191,978 156,075,976

純経常行政コスト △ 36,039,537 △ 30,288 △ 7,598,029 △ 5,998,975 2,383 358,071 △ 49,306,375

一般財源

地方税 15,818,214 15,818,214

地方交付税 9,043,317 9,043,317

その他行政コスト充当財源 2,199,251 36,776 2,236,027

補助金等受入 8,297,426 8,178,901 6,229,966 △ 6,553,208 16,153,085

臨時損益

災害復旧事業費 △ 448,226 △ 448,226

公共資産除売却損益 33,691 △ 243 △ 1,087 32,361

投資損失 0

収益事業純損失 0

資産評価替えによる変動額 △ 365,419 △ 365,419

無償受贈資産受入 4,455 4,455

その他 △ 137,290 △ 100,514 310 10,739 6,696,970 6,470,215

期末純資産残高 127,631,678 16,311,027 20,436,278 528,947 495,845 △ 9,690,145 155,713,630

連結純資産変動計算書（連結額内訳）
自　　平成24年4月 1日

至　　平成25年3月31日

地方三公社・
第三セクター等

相殺消去等に
よる調整

連　結
普通会計

公営企業会計
（法適用）

その他の
特別会計

西条市

一部事務組合
・広域連合



13

（単位：千円

[経常的収支の部]

(1)人件費 8,101,529 91,714 394,421 17,776 20,820 8,626,260

(2)物件費 4,834,072 131,057 924,604 81,104 96,544 6,067,381

(3)社会保障給付 8,773,688 1,755 18,115,729 14,033,458 40,924,630

(4)補助金等 3,140,932 254 4,889,483 102,746 1,538 △ 5,977 8,128,976

(5)支払利息 699,562 242,140 487,408 455 1,429,565

(6)他会計等への事務費等充当財源繰出支出 4,240,516 △ 4,240,516 0

(7)その他支出 911,123 120,082 475,866 63,994 17,330 1,588,395

　支　出　合　計 30,701,422 587,002 25,287,511 14,299,078 136,687 △ 4,246,493 66,765,207

　収　入　合　計 38,944,105 1,002,910 25,998,784 14,664,143 179,993 △ 3,927,299 76,862,636

　経常的収支額 8,242,683 415,908 711,273 365,065 43,306 319,194 10,097,429

[公共資産整備収支の部]

(1)公共資産整備支出 5,345,586 172,886 1,224,291 207 △ 19,365 6,723,605

(2)公共資産整備補助金等支出 998,271 △ 510 997,761

(3)他会計等への建設費充当財源繰出支出等 182,078 805 △ 182,078 805

　支　出　合　計 6,525,935 172,886 1,224,291 0 1,012 △ 201,953 7,722,171

　収　入　合　計 4,572,955 106,897 1,224,291 25,065 △ 201,953 5,727,255

　公共資産整備収支額 △ 1,952,980 △ 65,989 0 0 24,053 0 △ 1,994,916

[投資・財務的収支の部]

(1)投資及び出資金 0

(2)貸付金 578,240 578,240

(3)基金積立額 1,458,004 4,237 97,441 17,000 1,576,682

(4)定額運用基金への繰出支出 838 838

(5)他会計等への公債費充当財源繰出支出 869,592 △ 869,592 0

(6)地方債償還額 4,130,304 814,962 1,777,461 6,722,727

(7)長期借入金返済額 55,130 55,130

(8)短期借入金減少額 0

(9)その他支出 20,337 20,337

　支　出　合　計 7,057,315 814,962 1,781,698 97,441 72,130 △ 869,592 8,953,954

　収　入　合　計 1,024,892 353,794 1,579,649 91 0 △ 1,182,809 1,775,617

　投資・財務的収支額 △ 6,032,423 △ 461,168 △ 202,049 △ 97,350 △ 72,130 △ 313,217 △ 7,178,337

　　翌年度繰上充用金増減額 △ 287,755 △ 287,755

　　当年度資金増減額 257,280 △ 111,249 221,469 267,715 △ 4,771 5,977 636,421

　　期首資金残高 2,464,678 1,722,132 221,528 95,557 216,536 0 4,720,431

　　経費負担割合変更に伴う差額 20 20

　　期末資金残高 2,721,958 1,610,883 442,997 363,292 211,765 5,977 5,356,872

自　　平成24年4月 1日

至　　平成25年3月31日

連結資金収支計算書（連結額内訳）

連　結
普通会計

公営企業会計
（法適用）

その他の
特別会計

地方三公社・
第三セクター等

西条市

一部事務組合
・広域連合

相殺消去等に
よる調整
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普通会計 連結 連単倍率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ） （Ｂ／Ａ）

180,316,745 242,105,316 61,788,571 1.34

52,685,067 86,391,686 33,706,619 1.64

127,631,678 155,713,630 28,081,952 1.22

37,360,211 72,846,030 35,485,819 1.95

36,039,537 49,306,375 13,266,838 1.37

129,092,961 156,075,976 26,983,015 1.21

127,631,678 155,713,630 28,081,952 1.22

2,464,678 4,720,431 2,255,753 1.92

2,721,958 5,356,872 2,634,914 1.97
資金収支計算書

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

行政コスト計算書
経常行政コスト

純経常行政コスト

純資産変動計算書
期首純資産残高

期末純資産残高

○連結財務書類の分析

　①普通会計の財務書類との比較

　
　　　資産や負債などを比較することで、普通会計だけでは見えない社会資本整備の状況や借金の規模を
　　把握することができます。
　　　連単倍率（連結財務書類／普通会計財務書類）により、普通会計以外の会計や他団体による行政サ
　　ービスの規模を見ることができます。倍率が大きければ、それだけ普通会計以外の会計や他団体によ
　　る行政サービスの規模が大きいことを表します。
　　　西条市における普通会計と連結の財務書類を比較したものが以下のとおりとなります。

（単位：千円、％）

区 分

貸借対照表

資産合計

負債合計

純資産合計
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